













































































（４） 第 90 回帝国議会・貴族院・憲法改正案委員会昭和 21 年９月 23 日審議での高柳委
員の質問にたいする金森国務大臣の回答。
（５） 第 90 回帝国議会・貴族院昭和 21 年８月 26 日本会議での高柳議員の質問にたいす
る金森国務大臣の説明。

























（７） 最大判昭和 23 年７月８日刑集２巻８号 801 頁、最大判昭和 25 年２月１日刑集４巻
２号 73 頁、最大判昭和 27 年 10 月８日民集６巻９号 783 頁。
（８） 最高裁昭和 34 年 12 月 16 日大法廷判決（砂川事件判決）は日米行政協定（日本国
とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第三条に基く行政協定）に伴う刑事特別法二
条が問題とされた。

























































（13） A. Tocqueville, Du pouvoir judiciaire aux Etas-Unis et de son action sur la société politique,


















（14） J. L. De Lolme, The Constitution of England, 1784, p. 102.
（15） G. Dietze, Judicial review in Europe, 55Mich. L. Rev. 539, 549 (1957).
（16） 1874 年５月 29 日のスイス連邦憲法は最上位の司法機関として連邦裁判所
（Tribunal fédéral, Bundesgericht）を設けた。同裁判所は具体的な事件について違憲の
抗弁が提起された場合に判決を言い渡す。また国際条約を直接適用するとしている
（同第 190 条）。1999 年４月 18 日連邦憲法第 189 条によると、連邦法、国際法、州際



























（17） ただし、オーストリアの憲法裁判所は 1919 年１月 25 日法律によって設立され、そ
の後 1920 年憲法に規定された。ヨーロッパ型の司法審査の形成には、オーストリア
の憲法裁判所創設の前の 20 世紀初頭にフランスでの Thaller, Houriou, Duguitの意見が
あった（G. Dietze, Judicial Review in Europe, 55 Mich. l. R. 539, 542 (1957)。ただし同論
文はオーストリアの憲法裁判所について記述していない。
（18） ファヴォルー『憲法裁判所』５頁、カペレッティ『現代憲法裁判論』72 頁。
（19） ケルゼン（横田喜三郎訳）『純粋法学』（岩波書店、1935）119 頁（原書は 1934 年
刊行）。

























（21） 最大判昭和 23 年７月８日刑集２巻８号 801 頁。
（22） 最大判昭和 25 年２月１日刑集４巻２号 73 頁。
（23） 最大判昭和 27 年 10 月８日民集６巻９号 783 頁。
（24） 市川正人「日本における違憲審査制の軌跡と特徴」立命館法学 294 号（2004 年）
532 頁。








































てる憲法訴願（憲法異議）（第 93 条１項 4a号）である。憲法裁判所は前提問
題だけを判断するが、憲法裁判所が違憲とした法令は遡及的に効力を失うこ
ととされている。
イタリアの憲法裁判所（Corte costituzionale）は 1948 年１月１日に発効し











（28） 憲法裁判所は 1948 年憲法に規定されているが、その催促を定める憲法的法律は、























と説明している（M. Cappelletti et J. C. Adams, Judicial Review of Legislation: European
Antecedents and Adaptations, 79 Harv. L. R., 1207, 1207 (1966)）。
（30） E. G. L ópez, Judicial Review in Spain: The Constitutional Court, 41-2 Loy. L. A. L. Rev.,
529, 531 (2008).
（31） 2006 年の憲法裁判所設立 25 周年記念式典でのポルトガル大統領の祝辞から。
（32） 1962 年にトルコ、1963 年にユーゴスラビアに設けられている。
（33） 1948 年オランダ憲法は「法律は不可侵である」とし、1983 年２月 17 日憲法では
「裁判官は法律、条約の合憲性について判断しない」と規定している（第 120 条）。
（34） M. Cappelletti et J. C. Adams, Judicial Review of Legislation: European Antecedents and




























の法律と同種であるとしたことを紹介している（G. Dietze, Judicial review in Europe, 55























（37） 1989 年７月 14 日（祝日）のインタビューで当時のミッテラン大統領は、誰もが憲
法院に申し立てることのできるように憲法を改正することに賛意を示していた。憲法
改正の組織法律が閣議で 1990 年３月 30 日に承認され、当事者に違憲の抗弁を認める






























































院大学）38 巻１号 23 頁を参照。
広島法学　34 巻３号（2011 年）－218
－ 17－
1868 年 10 月 17 日に憲法を制定した。そして 1996 年の憲法改正で憲法裁判
所（Cour constitutionnelle）を規定した（第 95 条の３）。同国は小国であり、
連邦国家ではないから、憲法裁判所に抽象的違憲審査はなく、司法審査とし






となっている（憲法裁判所 2000 年３月 15 日判決）。
こうしたヨーロッパ型の司法審査が最近、フランスで導入された。
フランスにおける司法審査の機関は憲法院（Conseil constitutionnel）である。
ただしこれは新設の機関ではなく、1958 年 10 月４日の第五共和制憲法第 61
条に規定されており、また憲法院に関する 1958 年 11 月７日オルドナンス第
58-1067 号で細則が定められており、すでに 50 年余の実績のある機関である。
第二次大戦後の 1946 年 10 月 27 日に制定された第四共和制憲法では、憲法


















ようやく 2008 年７月 23 日の憲法改正によって 1958 年第五共和制憲法第
61 条のあとに第 61-1 条として、具体的な事件が係属した裁判所が当事者の
抗弁（exception）として提起される違憲審査の申立てにより憲法院に移送す
る司法審査制度が設けられ、さらに憲法第 61-1 条に関する 2009 年 12 月 10
日組織法律第 2009-1523 号（45）と同法の施行細則を定める 2010 年２月 16 日デ
クレ第 2010-148 号が定められた。新たな司法審査制度を「合憲性の優先的照










（42） ほかに退位した共和国元大統領も終身で委員となることができる（第 56 条）。
（43） カペレッティ『現代憲法裁判論』３頁。
（44） その際は「合憲性の前提問題としての照会」（question préjudicielle de constitutionnalité）
という考え方がとられた。
（45） これは組織法律であるため、憲法院での審査を要し、憲法院 2009 年 12 月３日判決
















現在の欧州司法裁判所の起源は、1951 年４月 19 日にパリで調印された欧
州石炭鉄鋼共同体（ECSC）設立条約（パリ条約）（1952 年 7 月 23 日発効、
期限 50 年）第２部第４章に規定された裁判所（La cour）にさかのぼる。加
盟国に共同体の判断・勧告に違反した行為がある場合、同裁判所が管轄する





ほかに、1988 年 10 月 24 日理事会決定によって設けられた第一審裁判所があ














































①　欧州司法裁判所 1964 年 7 月 15 日判決（6/64）（エネル事件）（48）



















これもイタリアの国内法に関する事件である。同政府は 1968 年６月 27 日
の規則で輸入食肉の衛生検査税を課すこととし、1970 年 12 月 30 日の法律で





















































所（Cour supérieure de justice）の 1895 年８月２日判決は、「裁判所は私的利
益に関して適用される場合には国際条約を解釈する権限がある」と判示して、
条約も国内での効果があることを認めていたが、1947 年４月 23 日の最高裁
判所判決は「国際条約の規定は、国内法に規定された場合に効力を生じる」
とした。また 1951 年７月 21 日判決で同裁判所は、ベルギー国籍の者がルク
センブルグ政府の許可なく営業行為を行った事件で、この許可はベルギー・
ルクセンブルグ経済同盟に反するとし、「国際条約と事後国内法が抵触する













止していた。たとえば破毀院 1964 年４月 13 日判決は、同国の交通法規と
1949 年９月 19 日道路交通条約（ウィーン交通条約）の抵触が問題となった
事件で、国際条約によってベルギーに適用される条約上の義務と国内法の適
合性を評価するのは立法権に属するとして判断を停止した（50）。最近になって、
ベルギー仲裁裁判所（現在は憲法裁判所）の 1998 年４月 22 日判決（43/98）













（50） 以上、ルクセンブルグとベルギーについては、W. J. Ganshof van der Meersch, Vues
comparatives sur l'ordre juridique communautaire et l'ordre juridique national dans les droits
belge､ neérlandais et luxembourgeois､ Revue internationale de droit comparé, 1966, p. 797 を
参照。
（51） 入国、滞在と外国人の排除に関する 1980 年 12 月 15 日法と社会支援公共センター
























条約と憲法の関係については、United States v. Minnesota, 270 U. S. 181 (1926)を参照。
ミネソタ州による公有の沼沢地の譲渡と先住民と締結した条約の抵触が問題となり、


















⑦　ドイツ連邦憲法裁判所 1974 年 5 月 29 日判決（Solange1）
ドイツの商社が２万トンのとうもろこしの輸入許可のために差し入れた保
証金 17 千マルクが穀物飼料輸出入庁の決定により没収されたため、この取
消しを求めて行政裁判所に訴えを提起した。この決定は 1967 年６月 13 日欧
州経済共同体理事会規則第 120/67 号、1967 年８月 21 日欧州経済共同体委員
会規則第 473/67 号に基づくものである。前者の第 12 条は一定の商品につい
ては許可制を認め、保証金制度を認めていた。行政裁判所は欧州司法裁判所






























労働者とその家族についての社会保険制度の適用に関する 1971 年６月 14 日





この移送を受けた欧州司法裁判所は、2008 年 4 月 1 日判決（212/06）で、
欧州法は純粋に国内事件には適用されないとしながら、加盟国の連邦構成国
の社会保険について差別があるのであれば、欧州法に違反すると判示した。
⑩　ベルギー憲法裁判所 2009 年 6 月 18 日判決

















（53） Intervention de M. Marc Bossuyt, Président de la Cour constitutionnelle belge lors d'une
audition par la Commission des libertés, de la justice et des affaires intérieures du Parlement














あるとした。同法は 2004 年６月 21日法律第 2004-575 号として公布された（55）。
欧州連合の指令は加盟国を拘束する（欧州連合機能条約第 288 条３項）。




た。憲法院のこの姿勢はその後の 2004 年 7 月 1 日判決（56）、2006 年 7 月 27 日
判決（57）、2006 年 11 月 30 日判決（58）も同様である。フランス憲法院は、欧州法
の解釈が欧州司法裁判所の役割であること、フランス憲法が条約の遵守を規












欧州議会・理事会は、2003 年 10 月 13 日にガス排出量制限に関する指令
（2003/87/CE）を定めた。フランス政府はこれを国内法化するため環境法を改









た。最終的に法案は、2004 年７月９日法律第 2004-469 号として成立した。







（58） 欧州議会と理事会は、2003 年６月 26 日に域内での電力市場の共通規則に関する指
令（2003/54/CE）と域内の天然ガス市場の共通規則に関する指令（2003/55/CE）を定





























⑬　フランス破毀院 2010 年４月 16 日判決
広島法学　34 巻３号（2011 年）－202
－ 33－
フランス刑事訴訟法第 1 部第 1 編は警察職員、検察官の権限を定め、同第







をリール大審裁判所の釈放・勾留裁判官（juge des libertés et de la detention）に
（59） フランスでは警察職員による職務質問について 1983 年６月 10 日法律第 83-466 号
で刑事訴訟法典第２部第１編第３章として「職務質問」の規定が加えられたが、その





1993 年８月 10 日法律第 93-992 号として公布され、刑事訴訟法典第 78-2 条に編集さ
れた。
（60） 1985 年６月 14 日、国境地帯における身元確認手続の漸次的な廃止を目指してベネ
ルクス３国、ドイツ、フランスの５カ国が署名して、シェンゲン合意（Accord de
Schengen）が成立した。その後 1990 年６月 19 日にイタリア、スペイン、ポルトガル






ある当局による警察権限の行使を妨げないと規定している。2006 年 3 月 15 日欧州議
会・理事会規則第 562/2006 号（シェンゲン国境コード）の第 21 条を参照。




















































（62） P. Fombeur, Question prioritaire de constitutionnalité, droit constitutionnel et droit de
l'union européenne, D., 2010, p. 1229.
（63） フランスでは 1891 年６月２日法で競馬の賭博を禁じ、1924 年４月 18 日法は 1836
年法が宝くじを禁じている。ただし、1907 年６月 15 日法は保養地でのカジノなどを
































































ンスでは過去 20 年間に発展を遂げてきた」とし、「1971 年７月 16 日の判決
















レ憲法院院長は「2004 年６月 10 日の判決（⑪事件）以降、憲法院は欧州共










⑰　フランス国務院 1998 年 10 月 30 日判決（N. 200286 200287）
南太平洋のニュー・カレドニア（65）は第二次大戦後、独立運動が盛んになり、
住民の直接投票によってフランス領土として残るか、独立するかを決定する
まで 10 年の猶予期間を置くとするマティニョン合意が 1988 年６月 26 日に
成立した。1988 年 11 月９日に、10 年後の住民投票のためにニュー・カレド
ニアの地位を定める法律第 88-1028 号が成立し、その第２条で投票権を有す
る者を 1988 年 11 月６日以降の現地居住者と定めた。それから 10 年が経過
し、1998 年５月５日に現地に一定の権限を認めたヌーメア合意が成立し、こ
の合意をふまえて 1998 年７月 20 日に憲法の一部改正法（98-610）が成立し
た。同法第２条は「ニュー・カレドニアの住民は 1998 年 12 月 31 日までに
ヌーメア合意への賛否を明らかにすること」、「1988 年の法律第 88-1028 号第
２条に規定する者を投票権者とする」ことを規定し、1998 年８月 20 日のデ
クレ第 98-733 号で住民投票の要領を定めた。憲法第 55 条は国際条約の優越
を規定しているが、選挙権を限定する憲法第 76 条については国際連合の市
民的及び政治的権利に関する国際規約の第２条（差別の禁止）、第 25 条（選






挙権）、第 26 条（少数民族の権利）と欧州人権条約第 14 条（差別禁止）に
違反するとして、行政訴訟が提起された。国務院は、1988 年 11 月９日法律
の第２条の規定には憲法的価値があるとして、請求を棄却した。
フランス破毀院 2000 年６月２日混合部判決もニュー・カレドニア住民投
票に関する事件である。1999 年３月 19 日のニュー・カレドニアに関する組










































（66） B. Constant, De la souveraineté du peuple, Réflexions sur les constitutions, la distribution des
pouvoirs et les garanties dans une monarchie constitutionnelle, 1818 (Ecrits politiques, Folio,
1997, p, 310 et s).
（67） 第 90 回帝国議会昭和 21 年８月 26 日貴族院本会議での高柳議員の質問にたいする
金森国務大臣の説明。
（68） 第 90 回帝国議会昭和 21 年９月 26 日貴族院本会議での金森国務大臣の説明。
193－憲法裁判所と欧州司法裁判所（小梁）
－ 42－
その公布により「法律と同じ效力を持つ」と説明している（68）。条約には直接
適用される条約（self-executing treaty）と締結者に一定の行為を義務付けるが、
直接国内に適用されないものがある。条約がわが国に直接適用されるのであ
れば、その条約は法律と同じ効力を有するのであるから、ドイツ連邦憲法裁
判所の判決が示しているように、条約も司法審査の対象となる。国際条約が
わが国の国民の基本権をそこなう場合は、条約の是非が問われるべきであろ
う。同時に、条約を締結する際には、締約国はその遵守を約束している。仮
に条約が普遍的に妥当する原理を定めているならば、憲法と同等または憲法
を超越する価値を有することもあろう。条約の性質決定自体が一つの政治的
な行為となる。実定法の解釈に習熟した裁判所が条約の合憲性の審査や法律
の条約適合性の審査を行うことは考えにくく、政治性のある判断を行う機関
は通常の裁判所とは異なる構成を要そう。その場合には法体系を共有するヨ
ーロッパ型が妥当であろう。
